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要 旨

平成９年１０月から平成１５年３月にかけての名古屋市域における有害大気汚染物質（１９物
質）濃度の経年変化について検討した。おおむね全地点・全物質について，濃度減少傾向
が認められた。移動発生源からの寄与が大きいベンゼン・１，３―ブタジエン・ベンゾ［a］ピ
レン等については地点間濃度差が小さくなり，物質間には互いに有意な相関が認められ
た。固定発生源からの局所的な寄与が大きいトリクロロエチレン・テトラクロロエチレン
・ジクロロメタン・アクリロニトリル・ニッケル・クロム・マンガン等については地点間
濃度差が大きくなり，固定発生源が多く分布する測定局でとくに大きな濃度減少が認めら
れた。
常時監視データとの相関では，移動発生源の寄与が大きい物質について NOx等と良好
な相関が得られた。また，エチレンオキシドやアルデヒド類については，SPMとの相関
がもっともよくなった。

1. は じ め に

名古屋市では平成９年１０月から，表 1および

図 1に示す市内４カ所の大気汚染常時監視測定

局で，「有害大気汚染物質モニタリング指針」に

示された１９物質について，毎月１回，有害大気汚

染物質モニタリング調査を行っている。

その間に，化学物質による環境汚染への対策と

して，従来の化審法等による物質毎の法規制に加

えて，より多くの化学物質について，自主的な管

理を改善していくことによって削減していこうと

いう PRTR法が制定された。

今回は有害大気汚染物質の測定開始から５年以

上経過したのを機に，その間の経年変化や，地点

間・物質間の相関，常時監視データとの相関等に

ついて検討したので，その結果を報告する。

2. 解 析 対 象

有害大気汚染物質モニタリング調査を開始した

平成９年１０月から平成１５年３月までの６６カ月の

データを解析対象とした。ただし，常時監視デー

タとの相関については平成１４年度のデータを解析

対象とした。

調査対象１９物質についての PRTR法での平成１４

年度の全国の届出排出量および届出外排出量（推
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計値）を表 2に示す１，２）。各物質についての，発生

源寄与割合がおおむね把握できる。届出排出量の

みならず届出外排出量についても移動体からの排

出，家庭からの排出，非対象業種からの排出等そ

のほとんどは大気への排出である。改めて有害化

学物質の環境中への排出は，重金属類を除けば圧

倒的に大気への排出が多いことがよくわかる。平

成１４年度の集計結果は，平成１３年度と比べて，取

扱下限量の引き下げによって，対象業種からの届

出外排出量が大きく減少し，非対象業種からの排

出の正確な把握や，タバコの煙による排出，コー

ルドスタート時の増分の加算等によって，より正

確な排出量集計になった。

表 1 有害大気汚染物質モニタリング調査地点（名古屋市）

常時監視測定局名 所在地 地域分類

富田支所
港陽
白水小学校
上下水道局北営業所

中川区春田三丁目２１５
港区港陽一丁目１―６５
南区松下町２―１
北区田幡二丁目４―５

一般環境
固定発生源周辺
固定発生源周辺
沿道

図 1 調査地点配置図（名古屋市）

表 2有害大気汚染物質の PRTR法届出排出量及び届出外排出量（全国，平成14年度）

物質名

PRTR
法
物質
番号

届出排出量 （kg／年） 届出外排出量（推計値）（kg／年）

合計
（kg／年）

届出
排出量
比

届出外
排出量
比大気

公共用
水域

土壌 埋立 小計
対象業種を
営む事業所

非対象業種
を営む事業
者

家庭 移動体 小計

ベンゼン ２９９ １，８０６，６６４ ２０，８５５ ０ ２ １，８２７，５２１ １１４，７５８ ８２６，８７０ ９２，４９５１６，３１７，９５０１７，３５２，０７３１９，１７９，５９４ １０ ９０

トリクロロエチレン ２１１ ６，０４４，１４５ ３，５６８ ０ ０ ６，０４７，７１３１２，８７６，０６６ ０ ０ ０１２，８７６，０６６１８，９２３，７７９ ３２ ６８

テトラクロロエチレン ２００ ２，３２３，４３１ １，９１２ ０ ０ ２，３２５，３４３ ５，６３６，６２３ ０ ０ ０ ５，６３６，６２３ ７，９６１，９６６ ２９ ７１

ジクロロメタン １４５ ２５，３８５，９７７ ２０，２７４ ５５ ０２５，４０６，３０６１７，２１７，２６２ ０ ０ ０１７，２１７，２６２４２，６２３，５６８ ６０ ４０

アクリロニトリル ７ ７０６，７６１ ６５，２０４ ０ ０ ７７１，９６５ １３，６５３ ０ ３０，１０８ ０ ４３，７６１ ８１５，７２６ ９５ ５

塩化ビニルモノマー ７７ ６１４，０４５ １５，４４２ ０ １２０ ６２９，６０７ ０ ０ ０ ０ ０ ６２９，６０７ １００ ０

クロロホルム ９５ １，６１７，８３５ １６８，５２８ ０ ０ １，７８６，３６３ ２３７，５１２ １９，５６２ ６２，９１０ ０ ３１９，９８４ ２，１０６，３４７ ８５ １５

１，２―ジクロロエタン １１６ ８０６，７７９ ４，８９４ ０ ０ ８１１，６７３ ２０，２９９ ０ ０ ０ ２０，２９９ ８３１，９７２ ９８ ２

１，３―ブタジエン ２６８ ３９７，５７５ ５，１２１ ０ ０ ４０２，６９６ ０ ７０，６５３ １１３，３０２ ４，２６９，６６１ ４，４５３，６１６ ４，８５６，３１２ ８ ９２

エチレンオキシド ４２ ２７９，１１９ １９，７７４ ０ ０ ２９８，８９３ ３１，５７０ １８５，２６８ ０ ０ ２１６，８３８ ５１５，７３１ ５８ ４２

アセトアルデヒド １１ １０１，８８３ ５１，３４９ ０ ０ １５３，２３２ １３，５７１ １０７，８４０ ５３４，７１７ ９，７８４，１０４１０，４４０，２３２１０，５９３，４６４ １ ９９

ホルムアルデヒド ３１０ ３４２，０４３ ６８，９４４ ２ １，３００ ４１２，２８９ １，３８６，５７９ １，２６１，９５８ １３９，７４１２５，７１３，９１６２８，５０２，１９４２８，９１４，４８３ １ ９９

ベンゾ［a］ピレン ― ０ ０ ０ ― ―

ニッケル ２３１ １，１６９ ８，２１４ ６ １２ ９，４０１ ３４４，４８８ ０ ０ ０ ３４４，４８８ ３５３，８８９ ３ ９７

ニッケル化合物 ２３２ ６，７２２ ９８，６４８ ２ １１２，６７９ ２１８，０５１ ５５，１９０ ０ ０ ０ ５５，１９０ ２７３，２４１ ８０ ２０

ひ素及びその無機化合物 ２５２ １１，３７０ ２２，６３１ ０ ７，１４７，６８３ ７，１８１，６８４ １，６５２ ０ ０ ０ １，６５２ ７，１８３，３３６ １００ ０

クロム及び三価クロム化合物 ６８ １３，９３４ ４２，５３２ ７ ４８８，０１８ ５４４，４９１ １４５，５２４ ０ ０ ０ １４５，５２４ ６９０，０１５ ７９ ２１

六価クロム化合物 ６９ ６９４ １３，７１３ ２ ８ １４，４１７ ２２，２５３ ２０，７３４ ０ ０ ４２，９８７ ５７，４０４ ２５ ７５

ベリリウム及びその化合物 ２９４ ０ １ ０ ０ １ ５５５ ０ ０ ０ ５５５ ５５６ ０ １００

マンガン及びその化合物 ３１１ ３０，４６２１，０８５，２１０ ３６２ ３，３８７，３１０ ４，５０３，３４４ ６５７，４６９ ０ ０ ０ ６５７，４６９ ５，１６０，８１３ ８７ １３

水銀及びその化合物 １７５ ９８ ３０２ ０ ３，８３８ ４，２３８ ８，２５０ ０ ０ ０ ８，２５０ １２，４８８ ３４ ６６

名古屋市域における有害大気汚染物質濃度の経年変化 ２５
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3. 解 析 結 果
3.1 経 年 変 化

有害大気汚染物質モニタリング調査を開始した

平成９年１０月からのベンゼン・テトラクロロエチ

レン・ジクロロメタン・１，３―ブタジエン・アセト

アルデヒド・ベンゾ［a］ピレンについての経年変

化グラフを図 2に示す。検出下限値未満の場合

は検出下限値の半分として取り扱った。経年変化

グラフの下には，平成９年１０月から平成１５年３月

にかけての実測データについての傾きおよび最大

値を１００として規格化したデータについての傾き

を示す。実測データについての傾きは，月ごとの

µg/m３単位での減少あるいは増加率すなわち µg/

m３／月を示し，規格化データについての傾きは，

月ごとの％単位での減少あるいは増加率すなわち

％／月を示すこととなる。またその値を１２倍し年

間の減少あるいは増加率として，全１９物質につい

てまとめて表 3に示す。

エチレンオキシドを除くほぼ全物質・全地点に

ついて，この６６カ月の間では濃度は減少傾向にあ

ることがわかる。

ベンゼンは表 2に示すように移動発生源を中

心とした発生源が広範に分布しており，地点間の

濃度差が小さくなり，市域全体が比較的高濃度で

あるといえる。年間減少率としては平均で１．７％

ほどとなった。とくに当初比較的高濃度であった

港陽の減少率が大きく，３．５％ほどの減少率を示

した。逆に減少率がもっとも小さかったのは白水

図 2 有害大気汚染物質濃度経年変化（H 09.10～H 15.03）
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小学校であった。ベンゼンは移動発生源からの寄

与が大きく，ガソリン中には数％オーダーで含ま

れており，最近規制が強化されたもののなお％

オーダーで含まれていることに変わりはなく，広

範な発生源が広く分布している状況にある。その

ため常時監視では自動車排ガス測定局として位置

付けられており，実際に道路からの距離も近い港

陽の減少率が最大となったものと考えられる。

沿道測定局の上下水道局北営業所では採気口位

置を変更している。そのためデータの連続性に問

題があり，それほど大きな減少率にはならなかっ

た。また，前述のガソリン中のベンゼン含有率の

規制によってベンゼン濃度が下がっているのかに

ついては，月に１日の測定ということもありかつ

表 3 有害大気汚染物質の年間増減率（H09.10～H15.03）

物質名 単 位 富 田 港 陽 白水小 水道北 平 均 備 考

ベンゼン
µg/m３／年 －０．１３４ －０．３１８ －０．０７６ －０．０９１ －０．１５５
％／年 －１．４７ －３．４９ －０．８３ －１．００ －１．７０

トリクロロエチレン
µg/m３／年 －０．２８４ －０．２３８ －０．６２７ －０．２９６ －０．３６１
％／年 －１．１３ －０．９５ －２．５１ －１．１９ －１．４５

テトラクロロエチレン
µg/m３／年 －０．１０３ －０．５６９ －０．９６４ －０．２６３ －０．４７４
％／年 －０．６８ －３．７９ －６．４２ －１．７５ －３．１６

ジクロロメタン
µg/m３／年 －０．７２７ －０．４８１ －２．２１５ －０．６８３ －１．０２６
％／年 －１．４５ －０．９６ －４．４３ －１．３７ －２．０５

アクリロニトリル
µg/m３／年 －０．０１６ －０．００５ －０．３０９ －０．０２８ －０．０８９
％／年 －０．２３ －０．０７ －４．３５ －０．３９ －１．２６

塩化ビニルモノマー
µg/m３／年 －０．００４ －０．０１５ －０．００１ －０．０２０ －０．０１０
％／年 －０．１２ －０．４３ －０．０３ －０．５８ －０．２９

クロロホルム
µg/m３／年 －０．０４１ －０．０２１ －０．０６０ －０．０８０ －０．０５０
％／年 －０．８９ －０．４６ －１．３２ －１．７３ －１．１０

１，２―ジクロロエタン
µg/m３／年 －０．０６３ －０．０３５ －０．０２１ －０．０３１ －０．０３７
％／年 －７．２０ －４．０４ －２．３６ －３．５５ －４．２９

１，３―ブタジエン
µg/m３／年 －０．０２０ －０．０２９ －０．０１５ －０．０１６ －０．０２０
％／年 －１．３６ －１．９６ －１．００ －１．１０ －１．３６

エチレンオキシド
µg/m３／年 ０．００１ ０．０１３ ０．０２１ －０．００３ ０．００８ H１２．０４から

測定開始％／年 ０．３０ ５．４３ ８．９５ －１．０６ ３．４１

アセトアルデヒド
µg/m３／年 －０．４５３ －０．３１３ －０．１５２ －０．４１４ －０．３３３
％／年 －４．７２ －３．２６ －１．５８ －４．３２ －３．４７

ホルムアルデヒド
µg/m３／年 －０．６４９ －０．１５２ ０．１２５ －０．５２７ －０．３０１
％／年 －２．９５ －０．６９ ０．５７ －２．３９ －１．３７

ベンゾ［a］ピレン
ng/m３／年 －０．１３３ －０．１６３ －０．０５９ －０．０９７ －０．１１３ H１０．０４から

測定開始％／年 －２．７１ －３．３２ －１．２０ －１．９７ －２．３０

ニッケル化合物
ng/m３／年 －１．３８６ －８．８４４ －３２．９３２ －１４．３８７
％／年 －０．１４ －０．９１ －３．４０ －１．４８

ひ素及びその化合物
ng/m３／年 －０．０４１ －０．０２０ －０．０６７ －０．０４３
％／年 －０．５０ －０．２５ －０．８２ －０．５２

クロム及びその化合物
ng/m３／年 －１．７７９ －１３．５１８ －５３．５８１ －２２．９５９
％／年 －０．０９ －０．７１ －２．８２ －１．２１

ベリリウム及びその化合物
ng/m３／年 －０．０２３ －０．０２２ －０．０２０ －０．０２２ 初期は NDが

多く参考％／年 －６．９１ －６．７５ －６．０９ －６．５８

マンガン及びその化合物
ng/m３／年 －２．５９４ －４．８７３ －１４．４１６ －７．２９４
％／年 －０．５９ －１．１１ －３．２８ －１．６６

水銀及びその化合物
ng/m３／年 －０．１２７ ０．１９１ －０．１９９ －０．０４５ H１２．１０以降の

減少率％／年 －３．０９ ４．６６ －４．８５ －１．０９
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他の有害大気汚染物質も同じように減少している

ことから定かではなく，定量的な評価は難しいも

のと考えられる。

近傍の固定発生源からの局所的な高濃度汚染が

示唆されるトリクロロエチレン，テトラクロロエ

チレン，ジクロロメタン，アクリロニトリルにつ

いては，地点間濃度差が大きくなった。全地点で

濃度減少を示し，とくに白水小学校での減少率が

大きくなった。固定発生源が周辺にとくに多く分

布しているのは白水小学校であり，周辺固定発生

源での PRTR，Responsible Care等の化学物質削

減に対する取り組みが大きな減少率をもたらした

ものと考えられる。

地点間濃度差が小さく，特定の発生源の寄与が

小さいと考えられる塩化ビニルモノマー，クロロ

ホルム等については，減少はしているものの比較

的小さい減少率であった。クロロホルムについて

は冷房用冷却水に用いる水道水からの揮散等の影

響か，かつて比較的高濃度が散見された上下水道

局北営業所での減少率が最大となった。

１，３―ブタジエンも表 2に示すように，移動発

生源からの寄与が大きいため地点間濃度差は小さ

くなり，ベンゼンと同じように港陽での減少率が

最大となった。ベンゼンとは移動発生源からの寄

与が大きいということで共通しており，地点ごと

の減少率の大小の傾向も港陽＞富田支所＞上下水

道局北営業所＞白水小学校の順で一致しており，

減少率自体もおおむね一致している。経年変化グ

ラフを見ても平成１０年４月～１０月に低濃度であっ

たことや，平成１０年１２月，平成１１年６月・９月，

平成１４年１１月のピーク等がベンゼンの場合と一致

しており，月ごとの濃度変動パターンが，よく類

似した経年変化グラフとなった。

エチレンオキシドについては１９物質中唯一４地

点中３地点で濃度上昇傾向が認められた。エチレ

ンのオゾン等による酸化でエチレンオキシドが生

成することから，最近の Ox濃度の上昇に象徴さ

れるとくに都市域における光化学反応活性の増加

の影響が示唆される。

アルデヒド類は炭化水素類の酸化等の光化学反

応により生成する寄与が大きい物質のため，気温

が高くて紫外線強度も大きく光化学反応活性の高

まる春～夏季に高濃度となる傾向が認められた。

また，表 2に示すように移動発生源からの寄与

も大きく，ベンゼンや１，３―ブタジエンのように

地点間濃度差が小さくなった。アセトアルデヒド

は全地点で減少傾向にあり，平均減少率は３．５％

ほどであった。ホルムアルデヒドは白水小学校を

除いて減少傾向にあり，平均減少率としては

１．４％ほどで，アセトアルデヒドの方がホルムア

ルデヒドよりも大きな減少率を示した。

このようにアルデヒド類の濃度が減少傾向にあ

るのは，排ガス規制等でアルデヒド類生成の元と

なる大気中炭化水素濃度が減少してきていること

等が影響しているものと考えられる。また，炭素

数が少なく光化学反応活性も高いホルムアルデヒ

ドの方が減少率が小さく，また白水小学校のみと

はいえ増加傾向も認められたことは，最近の Ox

濃度の上昇に象徴されるとくに都市域における光

化学反応活性の増加の影響が示唆される。また，

ベンゼンや１，３―ブタジエンと同じように，移動

発生源からの寄与が大きいものの経年変化グラフ

の濃度変動パターンはベンゼンや１，３―ブタジエ

ンとは必ずしも一致しなかった。これはベンゼン

や１，３―ブタジエンが移動発生源から一次的に排

出されるものがほとんどであるのに対して，アル

デヒド類の場合は炭化水素類の酸化等の光化学反

応で生成するものの寄与も大きいためであると考

えられる。

ベンゾ［a］ピレンはディーゼル車を中心とする

移動発生源からの寄与が大きいことから，地点間

濃度差が小さくなった。移動発生源からの寄与が

大きいということでベンゼンや１，３―ブタジエン

等と共通しており，ベンゼンや１，３―ブタジエン

の場合と同様に港陽での減少率が最大となった。

地点ごとの減少率の大小の傾向も，港陽＞富田支

所＞上下水道局北営業所＞白水小学校の順で一致

した。経年変化グラフで見ると，ベンゼンや１，３―

ブタジエンの場合に認められた平成１０年１２月，平

成１２～１４年の各１１月のピークはベンゾ［a］ピレン

の場合も一致して認められた。ベンゼンや１，３―

ブタジエンとは移動発生源からの寄与が大きいと

いうことで共通しており，やはり同じように月ご

との濃度変動パターンもおおむね一致していると

いえる。ただ，ベンゼンや１，３―ブタジエンで認

められた春～夏季のピークは検出されず，初冬季

報 文２８
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の大気安定によってもたらされる高濃度ピークの

みが一致した。このことはガス状物質と粒子状物

質の違いが出たものと考えられる。すなわち，春

～夏季の大気汚染物質の高濃度は光化学反応の絡

んだガス状物質中心の高濃度であるのに対し，初

冬季を中心とする高濃度は大気安定・逆転層形成

等によるガス状・粒子状物質の両方を含んだ高濃

度となるため，ベンゾ［a］ピレンについては初冬

季を中心とした冬型高濃度のみが検出されたもの

と考えられる。

重金属類のうちニッケル化合物・クロムおよび

その化合物・マンガンおよびその化合物について

は，近傍の固定発生源からの局所的な高濃度汚染

があり，地点間濃度差が大きくなった。これらの

重金属類は全地点で濃度減少を示し，特定の固定

発生源が周辺に多い白水小学校でとくに大きな減

少率となった。

逆に特定の発生源からの寄与が小さく，地点間

濃度差が小さくなったひ素およびその化合物は，

減少はしているものの小さな減少率となった。

ベリリウムおよびその化合物も地点間濃度差が

小さくなった。測定開始初期には分析法の違いか

ら高い検出下限値であったため見かけ上大きな減

少率となったが，平成１２年度以降についてみると

平均で１．５％ほどの減少率であった。ベリリウム

は４月に他の月の１０倍ほどの特異的な高濃度で検

出されることが多い。春先に中国大陸から飛来す

る黄砂はカルシウム・マグネシウム等のアルカリ

土類金属が特異的に高濃度で検出されることが報

告されており３），同族のベリリウムは黄砂の影響

で４月に特異的な高濃度で検出されたものと考え

られる。

水銀について，平成１２年１０月以降の増減につい

て見てみると，港陽では増加したものの富田支所

と白水小学校では減少した。全体として濃度減少

傾向にあることについては，水銀の主要な発生源

である廃棄物焼却炉からの排出が一連のダイオキ

シン対策によって副次的に減少したことおよび乾

電池等での水銀使用削減が着実に進んでいること

等が影響しているものと考えられる。
3.2 地点間および物質間相関

平成９年１０月から平成１５年３月にかけての６６カ

月の測定データについて，ベンゼン・テトラクロ

ロエチレン・アクリロニトリル・１，３―ブタジエン

・ベンゾ［a］ピレンについての調査地点間の相関

表を表 4に，富田支所についての調査物質間の

相関表を表 5に示す。有意水準０．１％以下の危険

率で有意な相関は＊＊＊で示す。また，表 5で

は４地点すべて（重金属類については３地点すべ

て）で，有意水準０．１％以下の危険率で有意な相関

を示したものに下線を付した。

表 4に示す調査地点間の相関ではほとんどの

場合有意な相関関係が成り立つものの，特定の固

定発生源の影響が大きいと考えられる白水小学校

で相関が悪くなる場合が散見された。テトラクロ

ロエチレン・アクリロニトリル・ニッケル化合物

表 4 調査地点間相関表

ベンゼン n＝６６

富 田 港 陽 白水小 水道北

富 田
港 陽
白水小
水道北

１
０．８８０
０．７６６
０．９０１

＊＊＊
１

０．７１５
０．８４８

＊＊＊
＊＊＊

１
０．７６６

＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊

１

テトラクロロエチレン n＝６６

富 田 港 陽 白水小 水道北

富 田
港 陽
白水小
水道北

１
０．６０９
０．０７５
０．７４３

＊＊＊
１

－０．１４６
０．４６３

１
０．１１１

＊＊＊
＊＊＊

１

アクリロニトリル n＝６６

富 田 港 陽 白水小 水道北

富 田
港 陽
白水小
水道北

１
０．７５４
０．３４４
０．６５３

＊＊＊
１

０．１４８
０．４２９

１
０．５４１

＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊

１

１，３―ブタジエン n＝６６

富 田 港 陽 白水小 水道北

富 田
港 陽
白水小
水道北

１
０．８８６
０．８８２
０．７８５

＊＊＊
１

０．８９０
０．８８３

＊＊＊
＊＊＊

１
０．７７７

＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊

１

ベンゾ［a］ピレン n＝６０

富 田 港 陽 白水小 水道北

富 田
港 陽
白水小
水道北

１
０．８６０
０．８４３
０．８１０

＊＊＊
１

０．８１１
０．８０２

＊＊＊
＊＊＊

１
０．７９２

＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊

１

＊＊＊：p＜０．００１
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・クロムおよびその化合物・マンガンおよびその

化合物等で，白水小学校は他の調査地点とはまっ

たく関連しない突発的な高濃度となり，他の調査

地点との間で有意な相関が得られなかった。それ

らの物質については，近傍の特定の固定発生源の

影響を受けていることを裏づけている。

調査物質間の相関では，表には示していないが

やはり特定の固定発生源の影響が大きい白水小学

校で有意な相関が少なくなった。移動発生源から

の寄与が共通して大きいと考えられるベンゼン，

１，３―ブタジエン，ベンゾ［a］ピレンについては経

年変化グラフの濃度変動パターンが類似していた

ことからも分かるように，４地点すべてで有意な

相関が得られた。この三者間はどのような組み合

わせでも，すべて有意な相関が得られた。

表 5に示すように，４地点すべてで有意な相

関が得られたのは他にトリクロロエチレン―クロ

ロホルム，アセトアルデヒド―ホルムアルデヒ

ド，ニッケル化合物―クロムおよびその化合物，

クロムおよびその化合物―マンガンおよびその化

合物の組合せであった。アセトアルデヒドとホル

ムアルデヒドは同じアルデヒド類で，同じ挙動を

するのはごく当然のことといえる。重金属類につ

いても周辺の特定の固定発生源の影響が共通して

大きく，地点間濃度差の大きかったニッケル化合

物，クロムおよびその化合物，マンガンおよびそ

の化合物の三者間で有意な相関が得られた。
3.3 常時監視データとの相関

図 3に平成１４年度の有害大気汚染物質モニタ

リング調査データのうち，ベンゼン・１，３―ブタジ

エン・アセトアルデヒド・ベンゾ［a］ピレンの測

定結果と，常時監視データ（NO・NO２・SPM）との

散布図を示す。また，その相関係数をまとめて表

6に示す。常時監視データとしては，４調査地点

共通で測定しているものが NOxと SPMのため，

NO・NO２・SPMの３項目について，有害大気汚

染物質モニタリング調査データとの相関を見た。

常時監視データは，各々の有害大気汚染物質を測

定した時間についての平均濃度を算出して解析に

用いた。

常時監視データの NO・NO２・SPMのうち，

もっとも自動車排ガスからの寄与の指標と見なせ

るのは，自動車排ガスとして一次排出される NO

であり，次いで NO２，SPMの順となる。SPMは

二次生成等の複雑な因子が絡むため，直接的な自

動車排ガスに対する検出力は弱くなる。そのた

め，移動発生源からの寄与が大きいベンゼン，

１，３―ブタジエン，ベンゾ［a］ピレンについては NO

とは相関係数でいずれも０．９以上のもっとも良好

な相関を示し，次いで NO２で０．７～０．８程度の相関

表 5 調査物質間相関表（富田支所）

富田支所

ベンゼン
トリク
ロロエ
チレン

テトラク
ロロエチ
レン

ジクロロ
メタン

アクリロ
ニトリル

塩化ビ
ニルモ
ノマー

クロロ
ホルム

１，２―ジ
クロロ
エタン

１，３―
ブタジ
エン

エチレン
オキシド

アセトア
ルデヒド

ホルムア
ルデヒド

ベンゾ
［a］
ピレン

ニッケル ひ素 クロム
ベリリ
ウム

マンガン

ベンゼン １ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
トリクロロエチレン ０．７３５ １ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
テトラクロロエチレン ０．４３１ ０．５６９ １ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
ジクロロメタン ０．５７５ ０．６３２ ０．４９６ １ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
アクリロニトリル ０．４９５ ０．４２１ ０．３５４ ０．２７２ １
塩化ビニルモノマー ０．１９１ ０．１２６ ０．０７０ ０．２２２ ０．２１４ １
クロロホルム ０．５０９ ０．５３３ ０．３２４ ０．４５６ ０．１５２ ０．１１１ １ ＊＊＊
１，２―ジクロロエタン ０．１９６ ０．４４１ ０．５１２ ０．４１５ ０．３４３ ０．２０３ ０．２７０ １ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
１，３―ブタジエン ０．８３５ ０．６９６ ０．２８９ ０．６１４ ０．２９６ ０．２６０ ０．５８９ ０．０６８ １ ＊＊＊
エチレンオキシド －０．１６５ －０．２２７ ０．０１２ －０．０２２ ０．１５６ －０．１２２ －０．１２３ ０．０５９ －０．２５１ １
アセトアルデヒド ０．１２７ ０．３１２ ０．４２７ ０．１９２ ０．３３９ ０．０８８ ０．１１４ ０．４３７ ０．０９７ －０．２０７ １ ＊＊＊
ホルムアルデヒド ０．０９１ ０．２６６ ０．３８３ ０．２９５ ０．３７４ ０．１６２ ０．１３９ ０．６６８ ０．０３６ －０．１３９ ０．６７１ １
ベンゾ［a］ピレン ０．４７２ ０．４２０ ０．２７５ ０．３７７ ０．０６７ ０．０５３ ０．３３４ －０．１９３ ０．５７５ －０．２２５ ０．３１０ －０．００８ １
ニッケル化合物 －０．１１７ －０．０４１ ０．３７４ －０．０３６ ０．１４０ －０．０８６ －０．０５４ ０．３２４ －０．２４５ ０．３３４ ０．３１４ ０．３１９ ０．０８０ １ ＊＊＊ ＊＊＊
ひ素及びその化合物 －０．０４６ －０．１３６ －０．０２１ －０．０３３ －０．０３９ －０．１１１ ０．０５７ ０．０６９ －０．０５２ ０．２２０ ０．００６ ０．０２５ ０．１１０ ０．１００ １
クロム及びその化合物 －０．０１２ ０．００６ ０．４０２ ０．０５４ ０．０７９ －０．０８２ ０．０８４ ０．４６９ －０．１４４ ０．１５６ ０．２６２ ０．３９１ －０．０７１ ０．７０７ ０．１７６ １ ＊＊＊
ベリリウム及びその化合物 ０．２２１ ０．２６４ ０．２５２ ０．０６３ ０．２０４ －０．０９４ ０．３１７ ０．１７３ ０．２０７ ０．０５８ ０．２１０ －０．００５ ０．２５８ ０．１５１ ０．０９６ ０．１０３ １
マンガン及びその化合物 ０．０２０ ０．０４０ ０．４２５ ０．０４９ ０．０９４ －０．１５６ ０．２０１ ０．３７８ －０．０４４ ０．２９５ ０．２３０ ０．３２４ －０．００９ ０．６０３ ０．３２５ ０．８３２ ０．２３７ １
水銀及びその化合物 ０．０４９ －０．１７１ －０．１７４ －０．３２３ ０．０６７ ０．００２ －０．０５９ －０．１１７ －０．０３３ －０．０７３ ０．０５４ －０．００６ －０．１１５ ０．０８３ ０．００３ ０．１５９ ０．１１７ ０．１９１

＊＊＊：p＜０．００１

報 文３０

３０─ 全国環境研会誌



係数，SPMでも０．７程度の相関係数が得られた。

いずれも，やはり移動発生源からの寄与が大きい

ことを証明している。

近傍の固定発生源からの寄与が大きいトリクロ

ロエチレン，テトラクロロエチレン，ジクロロメ

タン，アクリロニトリル等については，NO・NO２

・SPMの項目間での相関の差異は認められな

かったが，おおむね近傍の固定発生源が多く分布

するほど相関は悪くなり，白水小学校での相関が

もっとも悪くなり，次いで港陽，次いで富田支所

・上下水道局北営業所という順になった。近傍の

固定発生源の影響がもっとも小さいと考えられる

富田支所・上下水道局北営業所については，物質

によっては０．９ほどの良好な相関係数が得られる

場合もあった。常時監視データ，有害大気汚染物

質モニタリング調査データともに大気安定度等の

気象要因が最大の濃度決定の要因として共通して

いるためと考えられる。

光化学反応活性が高く，光化学反応等によって

二次的に生成するものの寄与も大きいと考えられ

るアセトアルデヒド，ホルムアルデヒド，エチレ

ンオキシド等については，いずれの項目について

もよい相関は得られなかったが，二次生成の寄与

割合の大きい SPMとの相関がもっともよくなり，

SPM，NO２，NOの順に相関が悪くなった。

重金属類についても，いずれの項目についても

良い相関は得られなかったが，粒子状物質として

測定しているため，SPMとの相関がもっともよく

なり，SPM，NO２，NOの順に相関が悪くなった。

4. ま と め

① 平成９年１０月から１５年３月にかけての，名古

屋市域における有害大気汚染物質（１９物質）濃度

の経年変化については，エチレンオキシドを除

くほぼ全物質・全地点について，濃度は減少傾

向にあることが認められた。

② ベンゼン・１，３―ブタジエン・ベンゾ［a］ピレ

ンについては，移動発生源からの寄与が大き

く，地点間濃度差は小さくなり，類似した濃度

変動パターンを示した。

図 3 常時監視データ（NO・NO2・SPM）との相関

名古屋市域における有害大気汚染物質濃度の経年変化 ３１
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③ トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン

・ジクロロメタン・アクリロニトリル・ニッケ

ル・クロム・マンガンについては，固定発生源

からの寄与が大きく，地点間濃度差は大きくな

り，固定発生源が周辺に多く分布している測定

局での減少率が大きくなった。化学物質削減に

対する取り組みの成果と考えられる。

④ アルデヒド類については，移動発生源からの

寄与が大きく，光化学反応活性の高まる春～夏

季に高濃度となる傾向が認められた。

⑤ 地点間相関ではほとんどの場合有意な相関関

係が成り立つものの特定の固定発生源の影響が

大きいと考えられる測定局で，相関が悪くなる

場合が散見された。

⑥ 物質間相関では特定の固定発生源の影響が大

きい測定局で有意な相関が少なくなった。ま

た，移動発生源からの寄与が共通して大きいと

考えられるベンゼン・１，３―ブタジエン・ベンゾ

［a］ピレンについては，全地点で互いに有意な

相関が得られた。重金属ではニッケル・クロム

・マンガンで，互いに有意な相関が得られた。

⑦ 常時監視データとの相関では移動発生源から

の寄与が大きいベンゼン・１，３―ブタジエン・ベ

ンゾ［a］ピレンについては，NOで０．９以上＞

NO２＞SPMの順でよい相関が得られた。近傍の

固定発生源からの寄与が大きいトリクロロエチ

レン・テトラクロロエチレン・ジクロロメタン

・アクリロニトリルについては，近傍の固定発

生源が多く分布するほど相関は悪くなった。ま

た，光化学反応活性の高いエチレンオキシド・

アルデヒド類については，二次生成の寄与割合

が大きい SPMとの相関がもっともよくなった。

―引 用 文 献―
１） 経済産業省製造産業局化学物質管理課，環境省環境保健

部環境安全課：平成１４年度 PRTRデータの概要 ―化
学物質の排出量・移動量の集計結果―，平成１６年３月

２） 経済産業省製造産業局化学物質管理課，環境省環境保健
部環境安全課：平成１４年度 PRTR届出外排出量の推計方
法等の概要，平成１６年３月

３） 山神真紀子，北瀬勝，中島寛則，酒井哲男：名古屋市に
おける黄砂観測時の大気エアロゾルについて，第４４回大
気環境学会年会講演要旨集，p.６２７（３B１０００），２００３

表 6 常時監視データとの相関係数
測定物質 測定地点 n NO n NO２ n SPM

ベンゼン

富 田 １２ ０．９５７＊＊＊１２ ０．８８３＊＊＊１２ ０．８７９＊＊＊
港 陽 １２ ０．９６６＊＊＊１２ ０．８０８＊＊ １２ ０．７７９＊＊
白水小 １１ ０．８７２＊＊＊１１ ０．８１８＊＊ １２ ０．５８３＊
水道北 １２ ０．９５３＊＊＊１２ ０．８８８＊＊＊１２ ０．７４３
全地点 ４７ ０．９２４＊＊＊４７ ０．８２２＊＊＊４８ ０．７３５＊＊＊

トリクロロ
エチレン

富 田 １２ ０．９７６＊＊＊１２ ０．８１９＊＊ １２ ０．７９０＊＊
港 陽 １２ ０．８９７＊＊＊１２ ０．５９４＊ １２ ０．６７６＊
白水小 １１ ０．８８６＊＊＊１１ ０．６５７＊ １２ ０．２９９
水道北 １２ ０．９６８＊＊＊１２ ０．７６４＊＊ １２ ０．６０１＊
全地点 ４７ ０．６５３＊＊＊４７ ０．５０１＊＊＊４８ ０．４４５＊＊

テトラクロロ
エチレン

富 田 １２ ０．３８１ １２ ０．５３５ １２ ０．６７９＊
港 陽 １２ ０．５６４ １２ ０．４１４ １２ ０．６８９＊
白水小 １１ ０．２９１ １１ －０．１８８ １２ －０．０８５
水道北 １２ ０．８０６＊＊ １２ ０．６７８＊ １２ ０．７８４＊＊
全地点 ４７ ０．３３４＊ ４７ ０．２５６ ４８ ０．３８６＊＊

ジクロロメタン

富 田 １２ ０．８２５＊＊＊１２ ０．９３６＊＊＊１２ ０．９０５＊＊＊
港 陽 １２ ０．９２９＊＊＊１２ ０．６９８＊ １２ ０．８５３＊＊＊
白水小 １１ ０．４４３ １１ ０．３４５ １２ ０．６６４＊
水道北 １２ ０．９２５＊＊＊１２ ０．７５６＊＊ １２ ０．７９６＊＊
全地点 ４７ ０．４７８＊＊＊４７ ０．４００＊＊ ４８ ０．６５２＊＊＊

アクリロ
ニトリル

富 田 １２ －０．０２６ １２ ０．１４０ １２ ０．４４８
港 陽 １２ －０．１３８ １２ －０．０２４ １２ ０．３１３
白水小 １１ －０．２０６ １１ ０．００３ １２ －０．０７４
水道北 １２ ０．２９０ １２ ０．６１６＊ １２ ０．７５６＊＊
全地点 ４７ －０．１１１ ４７ ０．０４０ ４８ ０．１７３

塩化ビニル
モノマー

富 田 １２ ０．８３９＊＊＊１２ ０．６６１＊ １２ ０．８３７＊＊＊
港 陽 １２ ０．８８４＊＊＊１２ ０．８６５＊＊＊１２ ０．８７７＊＊＊
白水小 １１ ０．７５５＊＊ １１ ０．８９５＊＊＊１２ ０．７１９＊＊
水道北 １２ ０．１３８ １２ ０．５９６＊ １２ ０．４８８
全地点 ４７ ０．５７８＊＊＊４７ ０．５８８＊＊＊４８ ０．５９７＊＊＊

クロロホルム

富 田 １２ ０．９６２＊＊＊１２ ０．７４９＊＊ １２ ０．８５０＊＊＊
港 陽 １２ ０．７３９＊＊ １２ ０．６８９＊ １２ ０．５７２
白水小 １１ ０．３４３ １１ ０．３０７ １２ －０．００３
水道北 １２ ０．２８６ １２ ０．３１３ １２ ０．１０４
全地点 ４７ ０．５６７＊＊＊４７ ０．５３９＊＊＊４８ ０．３７２＊＊

１，２―ジクロロ
エタン

富 田 １２ ０．１５８ １２ ０．５３０ １２ ０．３７５
港 陽 １２ ０．１０９ １２ ０．６５９＊ １２ ０．４４２
白水小 １１ －０．０１７ １１ ０．４３６ １２ ０．３１８
水道北 １２ ０．２５３ １２ ０．６２４＊ １２ ０．４０３
全地点 ４７ ０．０７６ ４７ ０．４６２＊＊ ４８ ０．３４０＊

１，３―ブタジエン

富 田 １２ ０．９６１＊＊＊１２ ０．７９０＊＊ １２ ０．８７３＊＊＊
港 陽 １２ ０．９６５＊＊＊１２ ０．７０３＊ １２ ０．７２２＊＊
白水小 １１ ０．９６７＊＊＊１１ ０．７４９＊＊ １２ ０．６５２＊
水道北 １２ ０．９６４＊＊＊１２ ０．８３８＊＊＊１２ ０．８３０＊＊＊
全地点 ４７ ０．９５５＊＊＊４７ ０．７４５＊＊＊４８ ０．７１４＊＊＊

エチレン
オキシド

富 田 １２ ０．２５８ １２ ０．４３８ １２ ０．７５２
港 陽 １２ －０．０４４ １２ ０．０２７ １２ ０．４４６
白水小 １０ ０．３０９ １０ ０．１５３ １１ ０．４３４
水道北 １２ －０．１７０ １２ －０．３１３ １２ －０．２３３
全地点 ４６ ０．０４４ ４６ ０．０９１ ４７ ０．２８２

アセト
アルデヒド

富 田 １２ ０．４９３ １２ ０．３０８ １２ ０．６２６＊
港 陽 １２ ０．２２４ １２ ０．４０１ １２ ０．４５７
白水小 １１ ０．３０６ １１ ０．４９０ １２ ０．５７４
水道北 １２ ０．５２６ １２ ０．５５６ １２ ０．７８７＊＊
全地点 ４７ ０．３６３＊ ４７ ０．４３２＊＊ ４８ ０．６３０＊＊＊

ホルム
アルデヒド

富 田 １２ ０．２５４ １２ ０．２７６ １２ ０．４８６
港 陽 １２ －０．０５７ １２ ０．２０６ １２ ０．３９５
白水小 １１ －０．２０７ １１ －０．０４５ １２ ０．２５５
水道北 １２ ０．３４４ １２ ０．４０９ １２ ０．７１５＊＊
全地点 ４７ ０．００９ ４７ ０．１２７ ４８ ０．４３５＊＊

ベンゾ［a］
ピレン

富 田 １２ ０．９８９＊＊＊１２ ０．７７４＊＊ １２ ０．８３０＊＊＊
港 陽 １２ ０．９６７＊＊＊１２ ０．６７３＊ １２ ０．７１８＊＊
白水小 １１ ０．９５０＊＊＊１１ ０．７７２＊＊ １２ ０．５７６＊
水道北 １２ ０．９４６＊＊＊１２ ０．８７３＊＊＊１２ ０．８３８＊＊＊
全地点 ４７ ０．８９９＊＊＊４７ ０．６８４＊＊＊４８ ０．６５９＊＊＊

ニッケル化合物

富 田 １２ ０．０８３ １２ ０．２７４ １２ ０．５４０
港 陽 １２ ０．０７２ １２ ０．５５７ １２ ０．７３１＊＊
白水小 １１ ０．６０１ １１ ０．２８６ １２ ０．１５８
全地点 ３５ ０．２３０ ３５ ０．２８６ ３６ ０．３９１＊

ひ素
及びその化合物

富 田 １２ ０．０４１ １２ ０．４５１ １２ ０．６７５＊
港 陽 １２ ０．１４６ １２ ０．４３７ １２ ０．６８０＊
白水小 １１ ０．４７４ １１ ０．６７３＊ １２ ０．７０５＊
全地点 ３５ ０．２１２ ３５ ０．５４７＊＊＊３６ ０．６５４＊＊＊

クロム
及びその化合物

富 田 １２ －０．０８９ １２ ０．２１９ １２ ０．４６９
港 陽 １２ －０．０４８ １２ ０．４９３ １２ ０．５６９
白水小 １１ ０．６６４＊ １１ ０．１６９ １２ ０．０５４
全地点 ３５ ０．２３０ ３５ ０．２３２ ３６ ０．３１４

ベリリウム
及びその化合物

富 田 １２ －０．１２９ １２ ０．０１９ １２ ０．２９７
港 陽 １２ －０．０２０ １２ ０．１２２ １２ ０．３８５
白水小 １１ －０．０９７ １１ ０．０００ １２ ０．２０１
全地点 ３５ －０．０７６ ３５ ０．０８１ ３６ ０．３０１

マンガン
及びその化合物

富 田 １２ ０．１６８ １２ ０．４１２ １２ ０．７７１＊＊
港 陽 １２ ０．１５５ １２ ０．４６８ １２ ０．７５３＊＊
白水小 １１ ０．１８２ １１ ０．０３３ １２ ０．０９９
全地点 ３５ ０．１４３ ３５ ０．３４４＊ ３６ ０．４９０＊＊

水銀
及びその化合物

富 田 １２ －０．０７４ １２ －０．０７６ １２ ０．１７５
港 陽 １２ ０．３０９ １２ ０．２９５ １２ ０．２４０
白水小 １１ ０．５７７ １１ ０．１５２ １２ ０．００１
全地点 ３５ ０．１８１ ３５ ０．２４０ ３６ ０．２７４

＊＊＊：p＜０．００１で有意な相関係数
＊＊：p＜０．０１で有意な相関係数
＊：p＜０．０５で有意な相関係数

報 文３２

３２─ 全国環境研会誌


